
 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ 調査の概要  
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１ 調査の目的 

  高等学校中途退学（以下「高校中退」という。）者の状況を把握することで、必要な支

援の在り方を検討する上での基礎資料とする。 

 

２ 調査対象 

  高校中退後概ね２年以内の者 

  （概ね平成 20年４月以降に高校を中退した者） 

 

３ 調査方法 

（１）内閣府は、文部科学省と調整の上、都道府県及び政令指定都市の教育委員会に対し、

高校生徒数を勘案して別表のとおり、教育委員会ごとに所定の数を定めて調査を依頼

した（合計 3,000件）。 

   なお、政令指定都市については、当該市が設置する市立高校の生徒数が 5,000人以

上である札幌市、横浜市、名古屋市、大阪市、神戸市及び広島市に限定した。 

（２）各教育委員会は、域内の任意の公立高校に対し、調査票を郵送した。ただし、宮城

県、熊本県及び広島市の各教育委員会からは協力が得られなかった。 

（３）各公立高校は、中退後概ね２年以内の任意の者に対し調査票を郵送した。 

   この結果、2,651 名に対し調査票が郵送された。各教育委員会別の内訳は別表のと

おりである。 

（４）調査対象者は、内閣府が委託した調査会社に対して調査票を返送した。 

   この結果、1,176名から有効回答を得た。 

 

４ 調査期間 

  平成 22年７月下旬～９月 30日 

  ただし、平成 22年 10月 31日までに到着した調査票については分析対象に含めた。 

 

５ 回答結果 

有効回答数（率） 1,176人（44.4%（別表中合計欄の(b)/(a)）） 

このほか、中退した高校の課程について「通信制」と回答した者が２名いたが、独立

に分類して分析するには標本が少なすぎるため、これを除いて集計した。 

 

６ 本報告書を読む際の留意点 

（１）ｎは質問に対する回答者数で、100%が何人の回答に相当するかを示す比率算出の基

数である。 

（２）結果数値（%）は表章単位未満を四捨五入してあるので、内訳の合計が計に一致しな

いこともある。 

（３）質問項目によっては、集計及び分析の際に再カテゴリーなどの処理をしているもの

がある。 
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（４）統計表等に用いた符号は次のとおりである。 

    0.0：表章単位に満たないが、回答者がいるもの 

     －：回答者がいないもの 

   M.T.：Multiple Totalの略で、回答数の合計を回答者数（n）で割った比率であり、

通常その値は 100%を超える。 

  （注）回答の選択肢が長い場合、その一部を省略して表章して集計しているものがあ

る。 

（５）本報告書で用いた地域ブロック区分は次のとおりである。 

   北海道：北海道 

   東 北：青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県 

   関 東：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 

   北 陸：新潟県、富山県、石川県、福井県 

   東 山：山梨県、長野県、岐阜県 

   東 海：静岡県、愛知県、三重県 

   近 畿：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 

   中 国：鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県 

   四 国：徳島県、香川県、愛媛県、高知県 

   九 州：福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県 

（６）本報告書で結果を引用した過去の政府統計は次のとおりである。 

  ・平成 17年国勢調査（http://www.stat.go.jp/data/kokusei/2005/index.htm） 

  ・平成 19年就業構造基本調査 

（http://www.stat.go.jp/data/shugyou/2007/index.htm） 
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（別表）

 

地域分析区分 教育委員会 内閣府からの発送依頼数 高校からの発送数 回答数

北海道 100 100

札幌市 16 16

青森県 60 58

岩手県 60 60

宮城県 60 -

秋田県 40 40

山形県 40 40

福島県 60 58

茨城県 80 80

栃木県 60 57

群馬県 60 55

埼玉県 100 100

千葉県 100 100

東京都 100 100

神奈川県 100 82

横浜市 16 13

新潟県 60 59

富山県 40 40

石川県 40 40

福井県 40 40

山梨県 40 40

長野県 60 60

岐阜県 60 60

静岡県 80 80

愛知県 100 100

名古屋市 40 40

三重県 60 63

滋賀県 60 9

京都府 60 44

京都市 16 16

大阪府 100 80

大阪市 40 12

兵庫県 100 93

神戸市 16 16

奈良県 40 40

和歌山県 40 40

鳥取県 40 40

島根県 40 22

岡山県 60 52

広島県 60 60

広島市 16 -

山口県 40 40

徳島県 40 40

香川県 40 40

愛媛県 40 40

高知県 40 40

福岡県 80 80

佐賀県 40 40

長崎県 60 59

熊本県 60 -

大分県 40 10

宮崎県 40 37

鹿児島県 60 60

沖縄県 60 60

3,000 2,651(a) 1,176(b)

九州

86

146

170

東北

中国

北海道

関東

近畿

46

125

232

合計

81

四国

71

82

137

北陸

東山

東海


